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2026年度第 2四半期決算説明会（アナリスト向け）質疑応答要旨 

2Q決算及び通期計画について 

Q : 2Q(4-6月)決算における特殊要因の有無、中東情勢の影響について教えてほしい。  
A : 2Q(4-6月)において大きな特殊要因はない。中東情勢の影響については、原材料費の高騰等により通
期で約 330億円、うち下期で約 300億円を見込んでいる。330億円のうち 6割を価格転嫁、1割を販売と
固定費改善等で挽回する。残り 3割は各種活動の積み上げに努める。 

Q : 既存タイヤ事業における北米の 2Q実績が弱かった要因と下期の見通しや価格戦略を教えてほしい。 
A : 北米では昨年半ばの大手ディーラーとの取引縮小分を代替取引先への販売で補ったが、物流等の理由に
より 11〜12月にまとめて出荷したことや、今年 1〜3月の降雪の影響も重なり、5月上旬まで在庫消化に時
間を要した。6月以降は計画通りの販売量へ回復しており、下期も計画達成を目指す。中東情勢への対応と
して北米の価格転嫁は計画に織り込んでいないが、業界動向を見ながら対応を検討していく。 

Q：OHT事業における 2Qの業績改善要因と下期の見通しについて教えてほしい。 
A : 2Q においても、北米において昨年の関税発生を他社よりもうまく対応したことで ATG のシェアは拡大した。
またインドでは通貨安を受け意図的に販売を抑制し、収益性が高い北米に振り向けたことが高い利益率につな
がった。 3Qは欧州の夏季休暇により例年弱い傾向にあるが、4Q には米国を中心に回復を見込む。中東情
勢により一部顧客が発注に慎重になっている動きもみられるが、今後正常化に向かうことを期待している。 

Q : 下期の事業利益と営業利益の差（その他収支約▲69億円）の内訳について教えてほしい。 
A : 大部分が 2026年 3月に公表した米国セーラム工場閉鎖に伴う構造改革費用を見込んだもの。 

次期中期経営計画について 

Q : 次期中計に向けた課題として感じていることはあるか。 
A : 業績は拡大傾向にあるものの、改善の余地はまだ大きく、これらに着実に取り組むことで更なる成長と利益
率向上が可能と考えている。特に生産面では、LCC（ローコストコンバージョン）と高付加価値商品を両立さ
せ、高付加価値商品の増産とともに汎用商品のコスト競争力を高めていく。 

Q : 2029年に向けた既存工場の設備投資の見通しについて教えてほしい。 

A : 既存工場においては、従来よりハイインチ化などのMIX投資や、生産性向上に向けた投資を継続してい
る。2029年に向けた計画にもこれらの取り組みは織り込まれており、効率化や競争力強化の施策を継続した
うえで、投資全体としては落ち着いていく見通しである。 

Q : 今後の投資規模の縮小が見込まれる中で、株主還元強化と ROEの考え方について教えてほしい。 
A : LCC投資および ATG買収時の借入金返済が今期・来期でほぼ完了する。中国やインドの新工場は既
に土地建屋を確保しており今後は機械導入が中心であるため投資額を抑制できる。大きな投資が一巡したこと
から、配当性向は遅くとも 2029年に 40%、総還元性向 40%以上を目指す。ROEは 13%以上を目指し
たい。 


